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本会の会館移転に係る職務上請求書に記載の連絡先変更の対応について（お願い）

　本会の会館移転につきましては、【平成26年9月18日付・日行連発第651号】にてご案内申し上げて
おりますが、本移転に伴い、現行様式の職務上請求書（以下「現行様式」という。）に記載の本会の電話
番号も変更となります。
　しかしながら、現行様式は使用期限が設けられておらず、有償にて会員が購入・使用している現状
を鑑み、10月14日以降の現行様式を使用する場合は、現に記載の電話番号を訂正・追記して使用する
等の下記の取扱いで引き続き使用する旨を、住民基本台帳法を所管する総務省自治行政局住民制度課、
戸籍法を所管する法務省民事局民事第一課宛に周知しておりますので、貴会におかれましては、当該
都道府県内の都道府県市区町村担当課及び法務局に対し別紙①～③の文書をお渡しいただき、周知対
応を図るようお願い申し上げます。
　また、所属会員に対しても、別添「訂正見本」のとおり、使用する際に会員自身が訂正・追記したう
えで使用するよう周知のほどよろしくお願い申し上げます。
　なお、本件については、「本会ホームページ」及び「月刊日本行政」でも掲載し周知を図る予定である
ことを申し添えます。

記

【職務上請求書の取扱いについて】

　＜現行様式＞
　　�10月14日（火）以降に使用する際は、会員自身が請求用紙に記載の旧電話番号（03-3476-0031）
を二重線で訂正し、訂正印（職印）を押印したうえで、余白に新電話番号（03-6435-7330）を追記
して使用する。（※別紙③参照）

　＜単位会保管分＞
　　�訂正・追記は購入した会員自身が行うこととし、単位会としては特段の対応を要せず、�
現状のままで販売する。

　＜次年度（平成27年度）以降の様式＞
　　新電話番号を記載して作成・頒布する。

　＜その他＞
　　�本会の現電話番号の回線も一回線残し、各市町村窓口担当者等から連絡が入った場合は、�
新電話番号をアナウンスする音声案内を行う。（2年程度の運用を予定。）

　＜別紙＞※持参いただく文書
　　①�「本会の会館移転に係る行政書士用職務上請求書に記載の連絡先変更の対応について�

（お願い）」（各都道府県市区町村担当課宛　日行連発第７１７号・平成２６年１０月６日付）
　　②�「本会の会館移転に係る行政書士用職務上請求書に記載の連絡先変更の対応について�

（お願い）」（法務局・各地方法務局宛　日行連発第７１８号・平成２６年１０月６日付）
　　③「現行様式を使用する場合の訂正見本」

　＜参考＞
　　①�「本会の会館移転に係る行政書士用職務上請求書に記載の連絡先変更の対応について�

（お願い）」（総務省自治行政局住民制度課長 日行連発第７１５号・平成２６年１０月６日）
　　②�「本会の会館移転に係る行政書士用職務上請求書に記載の連絡先変更の対応について�

（お願い）」（法務省民事局民事第一課宛日行連発第７１６号・平成２６年１０月６日）

以上
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